
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事業報告用

令和 4年度 事業報告書

特定非営利活動法人 日本在住ベ トナム人協会

事業の成果

本年度の事業は,当初の計画どおり,教育事業を中心に実施し,あわせて,関西支部設立をはじめとした

ネットワーク構築および各専門分野別の各種委員会を設置して,来年度以降の事業の企画検討を実施し

た。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【1,267】 千円)
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

日本における
へ
゛
トナム文化の

啓発、保全、
発展を図る事
業

国祖記念日
2022/4/10

大 田 区

六 郷 集

会室

10

在 日へ
゛
ト

ナム人お

よび親

友の日

本人

40 18

在 日ベ トナム

人 コ ミュニテ

ィのネットワ
ーク構築およ
び活性化事業

日本定住難民の有志によ
る記念植樹・記念碑設置
式典

2022/5/15

品 川 区

立 人 潮

公園

31

インド

シナ難

民等

6000 626

日本における
へ
｀`
トナム文化 の

啓発、保全発
展を図る事業

べ トナム伝統料理 「ブンボ
ーフェ」及びベ トナム伝
統音楽を楽しむ会

2022/7/17

ベ トナ

ム ガ ー

デン

20
在日べト

ナム人
50 92

在 日ベ トナム

人コミュニテ

ィのネットワ
ーク構築およ
び活性化事業

教育事業
(日 本語能力検定受験指
導)

2022/4～ 7

2022/9 ―́

12

vveb 10

在 日へ
゛
ト

ナム人学

生

20 1

日本各地へ
｀
トナ

ム人コミュニティのネ
ットワーク構築お
よび活性化事
業

ネットワーク事業
在 日べ トナム人全世代夏キ
ャンプ

2022/08/1

3～ 14

千

ヨ■
4コ

山

10

葉

津

滝

15-

県

巾

野

1

20
在日べト

ナム人 40 238

在 日ベ トナム

人コミュニテ

ィのネットワ
ーク構築およ
び活性化事業

教育事業
関東地方の留学生及び技
能実習生向けの就労ビザ
指導セミナー

2022/10/2

3

千 川 区

民 集 会

室 及 び

web

10

在 日へ
゛
ト

ナム人学

生及び

技能実

習生

30 9



在 日ベ トナム

人 コ ミュニテ

ィのネットワ
ーク構築およ
び活性化事業

ネットワーク事業
日本在住ベ トナム人サッ
カー関東選抜大会

2022/11/26

大森ふる

さとの浜

辺公園フ

ットサル

場

10
イ三日べトナ
ム人

40 30

在 日ベ トナム

人 コ ミュニテ

ィのネットワ
ーク構築およ
び活性化事業

関西支部総会及び関西執
行部決起会

2022/12/18

神戸市灘

区篠原北

町 1-8
-25

10

関西支部

会員及び

親友会員
30 51

日本 にお ける
へ
゛
トナム文化の啓

発・保全 。発

展を図る事業

駒澤大学文学部社会学科
土田ゼミ講演

2022/12/22 駒澤大学 4
駒澤大学

生
40 1

在 日ベ トナム

人 コ ミュニテ

ィのネ ッ トワ
ーク構築およ
び活性化事業

教育事業
2022年度活動報告会及び
表彰式

2022/12/29
ベ トナム

ガーデン
20

当協会の

会員及び

子弟

60 3

在 日ベ トナム

人 コミュニテ

ィのネ ッ トワ
ーク構築およ
び活性化事業

教育事業
関西地方の留学生及び技
能実習生向けの就労ビザ
指導セミナー

2023/03/12

カ トリッ

ク大阪大

司教区ホ

ール及び

web

5

イ三日べトナ
ム人学生

及び技能

実習生

20 20

日本各地べトナム

人コミュニティのネット
ワーク構築および
活性化事業

ネットワーク事業
会報発行

イ三日べトナ
ム人

300 141

日本における

へ
゛
トナム文化の

啓発・保全・

発展を図る事

業

ビデオ制作(受託事業 :

(公財)ア ジア福祉教育
財団難民事業本部) 2022/1～ 3 37

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
定款に記載
された

事業名
事業内容 日日寺 場所

従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)
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書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和4年度 活動計算書 (その他事業が生登場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本在住ベ トナム人協会

単位 :円

¬

正会員受取会費
賛助会員受取会費

20,000
0

受取寄附金 382,890

3

受取補助金 760,000

受託事業収益
事業収益

247,500
282,094

5

受取利息 0

1

1

給料手
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

2 の

会議費
旅費交通費
施設等利用費
印刷製本発送費
記念植樹経費
材料費等

57,068
27,006
147,651
626,008
322,863

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

2

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
施設等利用費
旅費交通費等
管理諸費
会議費

6,200

51,040
23,896

当  期  経 1 増 加 額 A B

過年度損益修正益

災害損失

当  期  経 l 外 士 減 C D

0
171 397



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本在住ベ トナム人協会

動資 岸

現金預金

未収金

棚卸資産

871,359

1資産合計  ・・・① 871,359
定資産

(1)有形固定資産
車両運搬具

什器備品

ソフトウェア

借地権

3

敷金
長期貸付金

r奮 産合計 ・ ②

【A】 資 産 合 計 ①+② 871,359

.動負債

未払金

預り金
短期借入金

0

0

395,316

流動頁肩否計 ・・・③

長期借入金
退職給付引当金

合 計 ③+④ 389,311

171,

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B― ¬】+【 B-2】 871,359



6 法 28

令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本在住ベ トナム人協会

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 ,2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協会)に よっ
ています。

(1)消費税等の会計処理
消費税の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

受託事業 その他事業 事業部門計 管理部門科 目 ベ トナム文化 ネットワーク 合計

0

0

760,000

247,500

Ｏ
υ
Ｏ
〉

0

0

760,000

282,094

247,500

20,000

382,890

0

0

0

20,000

382,890

760,000

282,094

247,500
1,289,594760,000 247,500 24,732 402,890 1,692,484

111,002 837,869

27,006

57,068

147,651

0

49,506

948,871

27,006

57,068

147,651

0

86,506

0

0

23,896

90,640

948,871

33,206

57,068

147,651

23,896

177,146

111,002 1,119,100 37,000 0 1,267,102 120,736 1,387,838
37.000 1,267.102 120,736111,002 1,119,100 1,387,838

24,732 22,492 282,154△  111,002 △  359,100 210,500 304,646

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
材料費

施設利用料

旅費交通費

印刷製本

会議費

雑費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

金額 算定方法内容

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

_一 ―
― 一

― 一 一
― ― 一



4 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は 171,397円 です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必
要な事項

事業費と管理費の按分方法

該当なし

その他の事業に係る資産の状況

該当なし

７

，

（Ж
）

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

′
ノ
イ

合計

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

/

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合 計

期首残高 当チ F入 当期返済 期末残高科 目

395,316 395,316

395,316 395,316合計

計算書類に
計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

科 目

//

//

//

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

//



書式第 17号 (法第 28条 関係 )

令和 4年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本在住ベ トナム人協会

未収金

現金預金
手元現金

普通預金
10,000
861,359

10,000
861,359

10,

861,

棚卸資産
販売用寄附物品

l資澪 合 計 ・ (1) 871

定 資 産

什器備品
パ ソコン

(1)有形固定資産
車両運 1舟受具
事業用車両

2

借地権

ソフ トウェア
オペ レーションシステム

文書編集 ソフ ト

敷金

長期貸付金

3

産 合 計

`

871,359【A】 資 産 合 計 ①+②

〕-1 負  債  の

389,316 389,31
未払金
短期借入金

預り金
源泉徴収税

長期借入金

退職給付引当金

【〔

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 389,316

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 482,043



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 Jl驚雅だぢF祠緒|:ぷ,f鵡′看縛認覗編所並
生墨童墜宣菫墨置勤五△=旦二重菫△上土△昼菫塗

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該当者のみに記入)氏    名

1

監事 タケウチ  イサム
令和4年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年   月

年   月竹内  勇

2
監事理事
ヤマモト  カオリ 令和5年6月 1日

令和6年 3月 31日

年 日

日年 月山本 香

3
監事理事 NGYUYEN HA

KIEN QUOC

令和4年 4月 1日

令和6年 3月 31日

月

月

日

日年

4 ⌒理事
∪

ヤマモト  コウヘイ 令和4年 4月 1日

令和 6`年 3月 31日

年   月    日

年  月  日山本 公平

b 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年

6 理事・監事

年   月

年

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事

ノ
′

/′   年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事

年   月 日

日年 月

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年 月 日

l 0

//
・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

ノ

/

ノ

/

月 日

//
//



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 日本在住ベ トナム人協会

氏    名

1 竹内  勇

2 NGYUYEN HA KIEN QUOC

3 山本 公平

4 伍兆  豊

5 Nguyen Phuong Khanh

Ha Anh Vo

7 Nguyen Ha Nam Phuong

8 山本  香

9 Ngo Van Vien

10 1)ien Thl Nu

11 橋本  孝

12 橋本 紀子

13 梅田 有新

14 梅 田 りえ

6


